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〔
概
要
〕

　
収
入
の
部
で
は
、
当
年
度

収
入
合
計
が
予
算
比
０
・
25

％
減
の
２
５
７
億
４
４
８
３

万
円
（
前
年
度
比
で
は
２
・

03
％
の
増
）
と
な
り
、
前
年

度
繰
越
支
払
資
金
を
加
え
た

収
入
の
部
合
計
で
は
、
予
算

比
０
・
20
％
減
の
３
２
８
億

４
８
０
３
万
円
と
な
っ
て
い

る
（
前
年
度
比
で
は
０
・
65

％
の
増
）
。

　
支
出
の
部
で
は
、
当
年
度

支
出
合
計
が
予
算
比
０
・
62

％
減
の
２
５
５
億
７
２
２
９

万
円
（
前
年
度
比
で
は
０
・

15
％
の
増
）
で
、
翌
年
度
繰

越
支
払
資
金
は
、
翌
年
度
の

収
入
と
な
る
前
受
金
収
入
を

含
み
72
億
７
５
７
４
万
円
と

な
っ
て
い
る
（
前
年
度
比
で

は
２
・
43
％
の
増
）
。

〔
内
容
〕

⑴ 

収
入
の
部

　
①
学
生
生
徒
等
納
付
金
収

入
は
、
予
算
比
０
・
02
％
減

の
２
０
６
億
８
６
５
９
万
円

（
前
年
度
比
で
は
２
・
39
％

の
増
）
。
最
終
在
籍
者
数
が

専
修
大
学
で
１
万
７
４
６
１

人
、
石
巻
専
修
大
学
で
１
２

９
１
人
と
な
り
、
全
体
で
は

１
万
８
７
５
２
人
。
最
終
在

籍
者
数
は
、
前
年
度
と
比

べ
、
全
体
で
３
４
５
人
の
増

と
な
っ
て
い
る
。

　
②
手
数
料
収
入
は
、
予
算

比
５
・
68
％
減
の
11
億
６
９

７
万
円
（
前
年
度
比
で
は

７
・
29
％
の
増
）。
こ
の
う

ち
、
入
学
検
定
料
収
入
は
、

予
算
比
５
・
16
％
減
の
10
億

８
２
３
３
万
円
（
前
年
度
比

で
は
７
・
79
％
の
増
）。

　
③
寄
付
金
収
入
は
、
予
算

比
16
・
21
％
増
の
２
億
３
２

４
１
万
円
（
前
年
度
比
で
は

７
・
59
％
の
減
）。専
修
大
学
・

石
巻
専
修
大
学
「
社
会
知
性

（Socio-Intelligence

）

の
開
発
」
推
進
募
金
の
募
集

を
行
っ
て
い
る
。

　
④
補
助
金
収
入
は
、
予
算

比
１
・
41
％
減
の
22
億
４
６

６
４
万
円
（
前
年
度
比
で
は

12
・
71
％
の
増
）。
こ
の
う

ち
、
国
庫
補
助
金
収
入
は
、

予
算
比
１
・
39
％
減
の
22
億

３
０
６
７
万
円
（
前
年
度
比

で
は
12
・
68
％
の
増
）
で
、

経
常
費
補
助
金
の
ほ
か
、
授

業
料
等
減
免
費
交
付
金
を
含

ん
で
い
る
。

　
⑤
資
産
売
却
収
入
は
、
予

算
比
99
・
94
％
減
の
11
万
円

（
前
年
度
比
で
は
95
・
19
％
の

減
）で
、
車
両
の
売
却
に
よ
る
。

　
⑥
付
随
事
業
・
収
益
事
業

収
入
は
、
予
算
比
５
・
31
％

減
の
６
億
２
２
２
７
万
円

（
前
年
度
比
で
は
２
・
11
％

の
減
）。差
異
は
、
情
報
科
学

セ
ン
タ
ー
講
座
受
講
者
、
警

察
官
・
消
防
官
試
験
講
座
及

び
市
役
所
試
験
対
策
講
座
受

講
者
、
Ｔ
Ｏ
Ｅ
Ｉ
Ｃ
講
座
受

講
者
、
留
学
及
び
各
種
国
際

交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者
、

国
際
交
流
会
館
利
用
者
、
セ

ミ
ナ
ー
ハ
ウ
ス
利
用
者
、
あ

ざ
み
野
専
用
通
学
バ
ス
利
用

者
、
石
巻
通
学
サ
ポ
ー
ト
バ

ス
利
用
者
、
石
巻
学
生
寮
利

用
者
の
減
等
に
よ
る
。

　
⑦
受
取
利
息
・
配
当
金
収

入
は
、
予
算
比
５
・
14
％
増

の
１
億
１
２
６
０
万
円
（
前

年
度
比
で
は
１
１
３
・
06
％

の
増
）。
こ
の
う
ち
、
そ
の
他

の
受
取
利
息
・
配
当
金
収
入

は
、
予
算
比
５
・
15
％
増
の

１
億
１
２
５
５
万
円
（
前
年

度
比
で
は
１
１
３
・
18
％
の

増
）。差
異
は
、
銀
行
預
金
利

息
等
の
増
。

　
⑧
雑
収
入
は
、予
算
比
11
・

66
％
増
の
８
億
１
５
７
６
万

円
（
前
年
度
比
で
は
４
・
01

％
の
減
）。
差
異
は
、
退
職
金

財
団
交
付
金
、
科
学
研
究
費

補
助
金
間
接
経
費
等
の
増
。

　
⑨
借
入
金
等
収
入
は
、
予

算
ど
お
り
で
実
績
は
な
い
。

　
⑩
前
受
金
収
入
は
、
令
和

６
年
度
入
学
者
の
入
学
手
続

時
に
お
け
る
納
入
学
費
（
翌

年
度
の
学
生
生
徒
等
納
付
金

収
入
と
な
る
。）
で
、
38
億

８
９
１
万
円
。

　
⑪
そ
の
他
の
収
入
は
、
第

３
号
基
本
金
引
当
特
定
資
産

取
崩
収
入
、
前
期
末
未
収
入

金
収
入
、
貸
付
金
回
収
収

入
、
敷
金･

保
証
金
回
収
収

入
で
６
億
６
０
２
１
万
円
。

ま
た
、
資
金
収
入
調
整
勘
定

（
収
入
の
振
替
控
除
科
目
）

は
、
期
末
未
収
入
金
及
び
前

期
末
前
受
金
で
△
45
億
４
７

６
８
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑵ 

支
出
の
部

　
①
人
件
費
支
出
は
、
予
算

比
０
・
57
％
増
の
１
４
３
億

７
６
６
８
万
円
（
前
年
度
比

で
は
０
・
53
％
の
減
）。
教

員
人
件
費
及
び
退
職
金
の
増

に
よ
る
。

　
②
教
育
研
究
経
費
支
出

は
、
予
算
比
０
・
07
％
減
の

66
億
８
４
２
０
万
円
（
前
年

度
比
で
は
７
・
06
％
の
増
）。

予
算
比
増
減
の
主
な
も
の
の

決
算
額
、
要
因
等
は
以
下
の

と
お
り
。

・
消
耗
品
費
支
出
‥
２
億
９

２
２
１
万
円
（
１
０
７
１
万

円
の
減
）

　
公
務
員
試
験
講
座
教
材

費
、
国
際
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム

消
耗
品
、
プ
リ
ン
タ
・
ド
ラ

ム
カ
ー
ト
リ
ッ
ジ
使
用
量
、

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
購
入
、
教
員

個
人
研
究
費
、
受
託
研
究
費

の
使
用
額
等
の
減

・
図
書
資
料
費
支
出
‥
１
億

９
３
８
３
万
円
（
１
３
６
５

万
円
の
減
）

　
洋
雑
誌
の
刊
行
中
止
等
に

よ
る
減

・
光
熱
水
費
支
出
‥
７
億
２

７
５
４
万
円
（
１
億
５
６
８

万
円
の
減
）

　
電
気
及
び
ガ
ス
使
用
量
の

減・
旅
費
交
通
費
支
出
‥
１
億

８
８
８
１
万
円
（
２
２
２
０

万
円
の
増
）

　
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
合
宿
、
留
学

プ
ロ
グ
ラ
ム
引
率
旅
費
、
学

会
出
張
、
教
員
個
人
研
究
海

外
旅
費
、
受
託
研
究
海
外
旅

費
、
研
究
助
成
旅
費
、
体
育

会
学
生
指
導
旅
費
、
野
球
部

貸
切
バ
ス
代
等
の
増

・
研
究
図
書
費
支
出
‥
６
９

８
４
万
円
（
１
０
９
２
万
円

の
減
）

　
教
員
個
人
研
究
図
書
費
等

の
減

・
奨
学
費
支
出
‥
15
億
１
８

９
９
万
円
（
１
５
７
４
万
円

の
減
）

　
修
学
支
援
新
制
度
奨
学

生
、
進
学
サ
ポ
ー
ト
奨
学

生
、
育
友
会
奨
学
生
奨
学

金
、
海
外
研
修
・
国
際
交
流

奨
励
費
等
の
減

・
補
助
費
支
出
‥
３
億
６
０

０
６
万
円
（
１
３
７
１
万
円

の
減
）

　
経
済
学
部
海
外
特
別
研
修

補
助
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
情
報

学
部
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
コ
ン

テ
ス
ト
参
加
補
助
、
ゼ
ミ
ナ

ー
ル
論
集
制
作
費
補
助
、
研

究
所
補
助
、
石
巻
受
託
研
究

費
、
教
員
個
人
研
究
費
等
の

減・
修
繕
費
支
出
‥
２
億
８
６

７
８
万
円
（
５
５
３
６
万
円

の
増
）

　
神
田
２
号
館
防
火
戸
修

理
、
神
田
7
号
館
教
室
系
統

全
熱
交
換
機
修
理
、
神
田
８

号
館
学
生
ラ
ウ
ン
ジ
空
調
機

修
理
、
黒
門
広
場
看
板
表
層

再
印
刷
、
生
田
１
号
館
蓄
電

池
交
換
、
生
田
５
号
館
教
室

空
調
機
修
理
、
生
田
７
号
館

教
室
固
定
机
椅
子
修
理
、
生

田
９
号
館
図
書
館
書
庫
空
調

機
及
び
電
動
書
架
修
理
、
生

田
Ｗ
Ｉ
Ｎ
Ｇ
ト
ン
ネ
ル
照
明

器
具
更
新
、
生
田
会
館
埋
設

給
水
配
管
漏
水
修
理
、
生
田

総
合
体
育
館
等
給
水
配
管
更

新
、
生
田
第
１
体
育
館
屋
根

漏
水
修
理
、
生
田
第
１
体
育

寮
別
館
相
撲
場
出
入
口
扉
修

理
、
伊
勢
原
雨
天
体
育
場
照

明
器
具
更
新
、
伊
勢
原
体
育

寮
及
び
伊
勢
原
セ
ミ
ナ
ー
ハ

ウ
ス
外
壁
漏
水
修
理
等
の
増

・
委
託
費
支
出
‥
17
億
９
８

０
６
万
円
（
１
億
２
７
７
３

万
円
の
増
）

　
教
育
・
研
究
用
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ
シ
ス
テ
ム
更
新
作
業
、

神
田
１
号
館
屋
上
外
周
パ
ネ

ル
劣
化
調
査
、
生
田
１
号
館

ト
イ
レ
改
修
、
入
学
手
続
シ

ス
テ
ム
開
発
費
、
廃
棄
物
処

理
費
等
の
増

・
賃
借
料
支
出
‥
２
億
４
４

４
４
万
円
（
１
３
２
８
万
円

の
減
）

　
仮
想
デ
ス
ク
ト
ッ
プ
基
盤

ク
ラ
ウ
ド
利
用
料
、
心
理
教

育
相
談
室
電
子
カ
ル
テ
シ
ス

テ
ム
使
用
料
、
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
利
用
料
等
の
減

・
謝
礼
費
支
出
‥
８
３
４
８

万
円（
１
３
８
４
万
円
の
減
）

　
授
業
科
目
外
部
講
師
料
、

教
育
実
習
及
び
博
物
館
実
習

謝
礼
、
法
律
総
合
講
座
及
び

公
務
員
試
験
講
座
講
師
料
、

留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
研
修
講
師

料
、
就
職
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

講
師
料
、
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
室
学
外
専

門
的
知
識
提
供
謝
礼
、
石
巻

共
創
研
究
セ
ン
タ
ー
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
協
力
謝
礼
、
教
員
個

人
研
究
謝
礼
費
等
の
減

　
③
管
理
経
費
支
出
は
、
予

算
比
２
・
59
％
減
の
13
億
２

９
８
０
万
円
（
前
年
度
比
で

は
０
・
16
％
の
減
）。

　
予
算
比
増
減
の
主
な
も
の

の
決
算
額
、
要
因
等
は
以
下

の
と
お
り
。

・
光
熱
水
費
支
出
‥
１
億
６

４
０
万
円
（
１
３
８
３
万
円

の
減
）

　
電
気
、
ガ
ス
、
水
道
使
用

量
の
減

・
委
託
費
支
出
‥
４
億
８
３

１
４
万
円
（
２
０
０
４
万
円

の
減
）

　
年
報
作
成
、
ホ
ー
ム
カ
ミ

ン
グ
デ
ー
設
営
、
管
理
事
務

所
管
人
材
派
遣
業
務
、
体
育

寮
給
食
業
務
委
託
等
の
減

④
借
入
金
等
利
息
支
出
は
、

予
算
ど
お
り
で
１
４
２
８
万

円
。

⑤
借
入
金
等
返
済
支
出
は
、

予
算
ど
お
り
で
４
億
７
７
７

万
円
。

⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
予
算

比
11
・
71
％
増
の
３
億
３
５

８
万
円
（
前
年
度
比
で
は
２

２
５
・
66
％
の
増
）。

〔
主
な
施
設
等
整
備
事
項
〕

専
修
大
学

⑴
教
育
・
研
究
用
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ
シ
ス
テ
ム
更
新
工
事
⑵

神
田
６
号
館
火
災
受
信
盤
更

新
工
事
⑶
神
田
８
号
館
電
話

設
備
更
新
工
事
⑷
生
田
１
号

館
ト
イ
レ
改
修
工
事
⑸
生
田

２
号
館
分
館
移
報
設
備
設
置

工
事
⑹
生
田
８
号
館
ト
イ
レ

改
修
工
事
⑺
伊
勢
原
体
育
寮

厨
房
空
調
機
更
新
工
事
⑻
伊

勢
原
体
育
寮
別
館
新
築
工
事

に
伴
う
測
量

石
巻
専
修
大
学

⑴
１
号
館
Ｎ
｜
５
実
験
室
改

修
工
事
⑵
１
号
館
Ｓ
｜
７
実

験
室
空
調
機
更
新
工
事
⑶
１

号
館
Ｓ
｜
３
実
験
室
換
気
扇

設
置
工
事
⑷
２
号
館
分
析
セ

ン
タ
ー
空
調
機
更
新
工
事
⑸

火
災
警
報
・
非
常
用
放
送
連

動
装
置
更
新
工
事

　
⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
予

算
比
20
・
97
％
減
の
１
億
３

６
１
７
万
円
（
前
年
度
比
で

は
18
・
84
％
の
減
）。

　
こ
の
う
ち
、
教
育
研
究
用

機
器
備
品
支
出
は
、
予
算
比

３
・
53
％
増
の
６
８
５
２
万

円
で
、
差
異
は
、
生
田
５
号
館

体
育
実
験
実
習
室
エ
ル
ゴ
メ

ー
タ
ー
、
生
田
総
合
体
育
館

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
機
器
、
受
託

研
究
顕
微
鏡
カ
メ
ラ
、
Ｌ
Ｅ

Ｄ
光
電
機
器
購
入
等
の
増
。

図
書
支
出
は
、
予
算
比
41
・

88
％
減
の
５
１
６
８
万
円

で
、和
・
洋
図
書
の
購
入
減
。

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
予

算
ど
お
り
で
20
億
２
９
０
０

万
円
。
第
２
号
基
本
金
引
当

特
定
資
産
繰
入
支
出
が
６
億

円
、
退
職
給
与
引
当
資
産
繰

入
支
出
が
５
０
０
０
万
円
、

法
人
基
金
準
備
資
産
繰
入
支

出
が
１
億
５
８
０
０
万
円
、

施
設
設
備
準
備
資
産
繰
入
支

出
が
10
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
貸

付
金
支
払
支
出
、
前
期
末
未

払
金
支
払
支
出
、
預
り
金
支

払
支
出
、
仮
払
金
支
払
支
出
、

前
払
金
支
払
支
出
で
14
億
２

１
５
５
万
円
。
予
備
費
の
使

用
額
は
な
い
。
ま
た
、
資
金

支
出
調
整
勘
定
（
支
出
の
振

替
控
除
科
目
）
は
、
期
末
未

払
金
及
び
前
期
末
前
払
金
で

△
11
億
３
０
７
８
万
円
。

　
貸
借
対
照
表
は
、
令
和
６

年
３
月
31
日
現
在
の
資
産
、

負
債
、
基
本
金
等
の
状
況
を

前
年
度
末
と
対
比
さ
せ
て
表

示
し
て
い
る
。

⑴ 

資
産
の
部

　
資
産
の
部
で
は
、
固
定
資

産
が
、
前
年
度
末
よ
り
２
億

１
３
２
７
万
円
増
の
１
３
０

３
億
８
０
１
５
万
円
。
こ
の

う
ち
、有
形
固
定
資
産
が
、建

物
、
構
築
物
、
機
械
装
置
、
教

育
研
究
用
機
器
備
品
、
管
理

用
機
器
備
品
の
減
等
に
よ
り
、

前
年
度
末
よ
り
17
億
５
８
４

２
万
円
減
の
９
４
８
億
１
３

４
９
万
円
。特
定
資
産
は
、第

２
号
基
本
金
引
当
特
定
資
産

６
億
円
、
施
設
設
備
準
備
資

産
10
億
円
の
増
等
に
よ
り
、

前
年
度
末
よ
り
17
億
７
２
０

０
万
円
増
の
３
４
８
億
２
６

６
９
万
円
。
そ
の
他
の
固
定

資
産
は
、有
価
証
券
の
増
、電

話
加
入
権
、教
職
員
貸
付
金
、

敷
金
・
保
証
金
の
減
に
よ
り
、

前
年
度
末
よ
り
１
億
９
９
６

９
万
円
増
の
７
億
３
９
９
６

万
円
。
流
動
資
産
は
、
現
金

預
金
の
増
等
で
、
前
年
度
末

よ
り
１
億
５
０
４
９
万
円
増

の
81
億
１
７
８
０
万
円
。

　
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
３
億
６
３
７
６
万

円
増
の
１
３
８
４
億
９
７
９

５
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑵ 

負
債
の
部

　
負
債
の
部
で
は
、
固
定
負

債
が
長
期
借
入
金
、
長
期
未

払
金
の
減
等
で
前
年
度
末
よ

り
４
億
２
２
７
３
万
円
減
の

１
２
３
億
９
９
５
１
万
円
。

流
動
負
債
は
、短
期
未
払
金
、

前
受
金
、
預
り
金
の
減
で
前

年
度
末
よ
り
３
億
８
０
２
８

万
円
減
の
65
億
８
２
９
３
万

円
。

　
負
債
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
８
億
３
０
２
万
円

減
の
１
８
９
億
８
２
４
４
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

⑶ 

純
資
産
の
部

　
純
資
産
の
部
で
は
、
基
本

金
が
前
年
度
末
よ
り
10
億
５

６
１
９
万
円
増
の
１
６
４
４

億
５
９
３
３
万
円
。
こ
の
う

ち
、
第
１
号
基
本
金
が
前
年

度
末
よ
り
４
億
９
２
１
９
万

円
増
の
１
５
７
８
億
２
６
６

３
万
円
。第
２
号
基
本
金
は
、

前
年
度
末
よ
り
６
億
円
増
の

22
億
円
。
第
３
号
基
本
金
は
、

前
年
度
末
よ
り
３
５
９
９
万

円
減
の
27
億
１
８
６
９
万

円
。
第
４
号
基
本
金
は
、
前

年
度
末
よ
り
増
減
が
な
く
17

億
１
４
０
０
万
円
。
繰
越
収

支
差
額
は
、
翌
年
度
繰
越
収

支
差
額
が
事
業
活
動
収
支
計

算
書
の
同
科
目
と
同
一
の
４

４
９
億
４
３
８
２
万
円
の
支

出
超
過
。

　
純
資
産
の
部
合
計
は
、
前

年
度
末
よ
り
11
億
６
６
７
９

万
円
増
の
１
１
９
５
億
１
５

５
０
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

〔
概
要
〕

　
事
業
活
動
収
支
計
算
書
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
（
学

校
法
人
の
負
債
と
な
ら
な
い

収
入
）
が
予
算
と
の
差
は
少

な
く
、
２
５
８
億
４
９
２
７

万
円
（
前
年
度
と
の
比
較
で

は
７
億
７
７
５
万
円
の
増
）
。

事
業
活
動
支
出
計
は
、
予
算

比
０
・
59
％
減
の
２
４
６
億

８
２
４
７
万
円
（
前
年
度
と

の
比
較
で
は
１
億
８
９
１
９

万
円
の
増
）
と
な
り
、
基
本

金
組
入
前
当
年
度
収
支
差
額

は
、
11
億
６
６
７
９
万
円
と

な
っ
て
い
る
。
基
本
金
組
入

額
合
計
は
、
△
10
億
９
２
１

９
万
円
と
な
り
、
基
本
金
組

入
前
当
年
度
収
支
差
額
と
基

本
金
組
入
額
合
計
を
合
わ
せ

た
当
年
度
収
支
差
額
は
、
支

出
超
過
の
予
算
が
収
入
超
過

と
な
り
、
収
入
超
過
額
は
７

４
６
０
万
円
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
前
年
度
繰
越
収

支
差
額
（
△
４
５
０
億
５
４

４
２
万
円
）
と
基
本
金
取
崩

額
（
３
５
９
９
万
円
）
を
加

え
た
翌
年
度
繰
越
収
支
差
額

は
、
予
算
に
比
べ
支
出
超
過

の
額
が
０
・
67
％
減
の
４
４

９
億
４
３
８
２
万
円
と
な
っ

て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
の
内
訳

第
１
号
基
本
金
　
４
億
９
２

１
９
万
円
の
組
入
（
当
年
度

取
得
資
産
及
び
借
入
金
返
済

等
の
組
入
額
）

第
２
号
基
本
金
　
６
億
円
の

組
入
（
将
来
取
得
す
る
固
定

資
産
の
取
得
に
充
て
る
預
金

等
の
資
産
の
組
入
額
）

基
本
金
取
崩
額
の
内
訳

第
３
号
基
本
金
　
３
５
９
９

万
円
の
取
崩
（
奨
学
基
金
の

取
崩
額
）

〔
内
容
〕

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、

前
記
の
資
金
収
支
計
算
書
と

共
通
の
科
目
を
除
く
事
業
活

動
収
支
計
算
書
特
有
の
も
の

に
つ
い
て
説
明
。

⑴ 

経
常
収
支

　
①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
予

算
と
の
差
は
少
な
く
２
５
７

億
１
０
３
３
万
円
（
前
年
度

比
で
は
３
・
02
％
の
増
）
。
教

育
活
動
支
出
計
は
、
予
算
比

０
・
06
％
増
の
２
４
６
億
３

９
８
３
万
円
（
前
年
度
比
で

は
０
・
88
％
の
増
）
と
な
り
、

教
育
活
動
収
支
差
額
は
、
10

億
７
０
４
９
万
円
（
前
年
度

比
で
は
１
０
１
・
60
％
の
増
）

と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
寄
付
金
は
、
施
設
設
備
寄

付
金
を
除
い
た
も
の
で
、
予

算
比
28
・
93
％
増
の
２
億
３

２
０
８
万
円（
前
年
度
比
で

は
５
・
93
％
の
減
）。
専
修
大

学
・
石
巻
専
修
大
学「
社
会
知

性
（Socio-Intelligence

）

の
開
発
」
推
進
募
金
。

・
経
常
費
等
補
助
金
は
、
施

設
設
備
補
助
金
を
含
ま
ず
、

予
算
比
１
・
41
％
減
の
22
億

４
６
６
４
万
円
（
前
年
度
比

で
は
12
・
92
％
の
増
）。こ
の

う
ち
国
庫
補
助
金
に
は
、
経

常
費
補
助
金
の
ほ
か
授
業
料

等
減
免
費
交
付
金
を
含
ん
で

い
る
。

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
人
件
費
は
、
予
算
比
０
・

36
％
増
の
１
４
４
億
３
０
０

６
万
円（
前
年
度
比
で
は
０
・

81
％
の
減
）。退
職
給
与
引
当

金
繰
入
額
10
億
２
６
５
６
万

円
を
含
ん
で
い
る
。

・
教
育
研
究
経
費
は
、
予
算

比
０
・
02
％
減
の
86
億
７
７

７
８
万
円
（
前
年
度
比
で
は

４
・
12
％
の
増
）。減
価
償
却

額
19
億
９
３
５
８
万
円
を
含

ん
で
い
る
。

・
管
理
経
費
は
、予
算
比
２
・

25
％
減
の
15
億
３
１
９
８
万

円（
前
年
度
比
で
は
０
・
73
％

の
減
）。
減
価
償
却
額
２
億

２
１
８
万
円
を
含
ん
で
い

る
。

②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、

予
算
比
５
・
14
％
増
の
１
億

１
２
６
０
万
円（
前
年
度
比

で
は
１
１
３
・
06
％
の
増
）。

教
育
活
動
外
支
出
計
は
、
予

算
ど
お
り
の
１
４
２
８
万
円

（
前
年
度
比
で
は
８
・
23
％

の
減
）
で
、
教
育
活
動
外
収

支
差
額
は
、
９
８
３
２
万
円

（
前
年
度
比
で
は
１
６
３
・

69
％
の
増
）と
な
っ
て
い
る
。

③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教

育
活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ

せ
た
経
常
収
支
差
額
は
、
11

億
６
８
８
１
万
円
（
前
年
度

比
で
は
１
０
５
・
67
％
の
増
）

と
な
っ
て
い
る
。

　
特
別
収
入
計
は
、
予
算
比

17
・
95
％
減
の
２
６
３
３
万

円
（
前
年
度
比
で
は
80
・
06

％
の
減
）。
特
別
支
出
計
は
、

予
算
比
28
・
29
％
減
の
２
８

３
５
万
円
（
前
年
度
比
で
は

45
・
60
％
の
減
）
と
な
り
、特

別
収
支
差
額
は
、
△
２
０
１

万
円
（
前
年
度
比
１
０
２
・

52
％
の
減
）と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
資
産
売
却
差
額
は
、
予
算

ど
お
り
で
実
績
は
な
い
。

・
そ
の
他
の
特
別
収
入
の
科

目
別
の
内
訳
は
、
以
下
の
と

お
り
。

　
施
設
設
備
寄
付
金
33
万
円

　
受
贈
お
よ
び
編
入
図
書

 

１
０
９
３
万
円

　
そ
の
他
の
受
贈
資
産

 

１
５
０
７
万
円

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
資
産
処
分
差
額
は
、施
設
処

分
差
額
が
予
算
比
54
・
69
％

減
の
１
４
１
３
万
円
、
設
備

処
分
差
額
が
予
算
比
70
・
41

％
増
の
１
４
２
２
万
円
と
な

っ
て
い
る
。
資
産
処
分
差
額

の
内
容
は
以
下
の
と
お
り
。

施
設
処
分
差
額

　
建
物
　
１
４
１
３
万
円

（
建
物
及
び
建
物
付
属
設
備

処
分
差
額
）

設
備
処
分
差
額

　
教
育
研
究
用
機
器
備
品

１
２
３
７
万
円（
２
１
３
点
）

　
管
理
用
機
器
備
品

 

80
万
円
（
15
点
）

　
車
両
　
18
万
円
（
２
点
）

　
図
書
　
83
万
円

 

（
２
３
７
冊
）

　
電
話
加
入
権
　
４
万
円

 

（
１
点
）

（単位：円）
資 金 収 支 計 算 書

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで
　収　入　の　部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異
学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 20,689,819,000 20,686,592,290 3,226,710
手 数 料 収 入 1,173,690,000 1,106,970,415 66,719,585
寄 付 金 収 入 200,000,000 232,416,554 △　　32,416,554
補 助 金 収 入 2,278,875,000 2,246,645,273 32,229,727
資 産 売 却 収 入 200,000,000 114,480 199,885,520
付随事業・収益事業収入 657,186,000 622,273,072 34,912,928
受 取 利 息・ 配 当 金 収 入 107,097,000 112,605,021 △　　 5,508,021
雑 収 入 730,582,000 815,767,973 △　　85,185,973
借 入 金 等 収 入 0 0 0
前 受 金 収 入 3,568,189,000 3,808,912,000 △　 240,723,000
そ の 他 の 収 入 660,183,000 660,214,787 △　　　　31,787

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 4,455,603,000 △ 4,547,681,828 92,078,828

当 年 度 収 入 合 計 25,810,018,000 25,744,830,037 65,187,963
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,103,200,305 7,103,200,305
収 入 の 部 合 計 32,913,218,305 32,848,030,342 65,187,963

　支　出　の　部
科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人 件 費 支 出 14,295,671,000 14,376,681,051 △　　81,010,051
教 育 研 究 経 費 支 出 6,688,986,000 6,684,207,480 4,778,520
管 理 経 費 支 出 1,365,096,000 1,329,806,185 35,289,815
借 入 金 等 利 息 支 出 14,285,000 14,284,964 36
借 入 金 等 返 済 支 出 407,770,000 407,770,000 0
施 設 関 係 支 出 271,764,000 303,585,964 △　　31,821,964
設 備 関 係 支 出 172,300,000 136,176,248 36,123,752
資 産 運 用 支 出 2,029,006,000 2,029,004,579 1,421
そ の 他 の 支 出 1,358,518,000 1,421,557,959 △　　63,039,959

［ 予 　 備 　 費 ］ (　　　　0) 
150,000,000 150,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 1,021,041,000 △ 1,130,784,136 109,743,136
当 年 度 支 出 合 計 25,732,355,000 25,572,290,294 160,064,706
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,180,863,305 7,275,740,048 △　　94,876,743
支 出 の 部 合 計 32,913,218,305 32,848,030,342 65,187,963

貸
借
対
照
表

３

事
業
活
動
収
支
計
算
書

２ 学校法人
専修大学

令和５年度決算概要令和５年度決算概要
学校法人専修大学の令和５年度事業報告・決算は、5月29日開催の理事会・評議員会で承認され、確定した。

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

学生生徒等納付金収入 20,686,592,290

手数料収入 1,106,970,415

特別寄付金収入 232,081,554

経常費等補助金収入 2,246,645,273

付随事業収入 622,273,072

雑収入 815,767,973

教育活動資金収入計 25,710,330,577

支
　
　
出

人件費支出 14,376,681,051

教育研究経費支出 6,684,207,480

管理経費支出 1,329,806,185

教育活動資金支出計 22,390,694,716

差引 3,319,635,861

調整勘定等 △　　　185,791,362

教育活動資金収支差額 3,133,844,499

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収 

入

施設設備寄付金収入 335,000

施設設備売却収入 114,480

施設整備等活動資金収入計 449,480

支
　
　
出

施設関係支出 303,585,964

設備関係支出 136,176,248

第２号基本金引当特定資産繰入支出 600,000,000

施設設備準備資産繰入支出 1,000,000,000

施設整備等活動資金支出計 2,039,762,212

差引 △　　2,039,312,732

調整勘定等 △　　　169,590,082

施設整備等活動資金収支差額 △　　2,208,902,814

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 924,941,685

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

第３号基本金引当特定資産取崩収入 57,000,000

貸付金回収収入 1,479,277

敷金・保証金回収収入 40,000

小計 58,519,277

受取利息・配当金収入 112,605,021

その他の活動資金収入計 171,124,298

支
　
　
出

借入金等返済支出 407,770,000

有価証券購入支出 200,000,000

第３号基本金引当特定資産繰入支出 21,004,579

退職給与引当資産繰入支出 50,000,000

法人基金準備資産繰入支出 158,000,000

貸付金支払支出 1,000,000

預り金支払支出 51,343,363

仮払金支払支出 20,123,334

小計 909,241,276

借入金等利息支出 14,284,964

その他の活動資金支出計 923,526,240

差引 △　　　752,401,942

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 △　　　752,401,942

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） 172,539,743

前年度繰越支払資金 7,103,200,305

翌年度繰越支払資金 7,275,740,048

活動区分資金収支計算書
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで（単位：円）

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異
学 生 生 徒 等 納 付 金 20,689,819,000 20,686,592,290 3,226,710
手 数 料  1,173,690,000 1,106,970,415 66,719,585
寄 付 金 180,000,000 232,081,554 △　 52,081,554
経 常 費 等 補 助 金 2,278,875,000 2,246,645,273 32,229,727
付 随 事 業 収 入 657,186,000 622,273,072 34,912,928
雑 収 入 730,582,000 815,767,973 △ 　85,185,973
教 育 活 動 収 入 計 25,710,152,000 25,710,330,577 △　　　178,577

事
業
活
動 

支
出
の
部

人 件 費 14,378,662,000 14,430,061,219 △　 51,399,219
教 育 研 究 経 費 8,679,525,000 8,677,787,480 1,737,520
管 理 経 費 1,567,262,000 1,531,988,732 35,273,268
徴 収 不 能 額 等 0 0 0
教 育 活 動 支 出 計 24,625,449,000 24,639,837,431 △　 14,388,431
教 育 活 動 収 支 差 額 1,084,703,000 1,070,493,146 14,209,854

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

受 取 利 息・ 配 当 金 107,097,000 112,605,021 △　　5,508,021
その他の教育活動外収入 0 0 0
教 育 活 動 外 収 入 計 107,097,000 112,605,021 △　　5,508,021

事
業
活
動

支
出
の
部

借 入 金 等 利 息 14,285,000 14,284,964 36
その他の教育活動外支出 0 0 0
教 育 活 動 外 支 出 計 14,285,000 14,284,964 36
教 育 活 動 外 収 支 差 額 92,812,000 98,320,057 △　　5,508,057

経 常 収 支 差 額 1,177,515,000 1,168,813,203 8,701,797

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

資 産 売 却 差 額 0 0 0
そ の 他 の 特 別 収 入 32,100,000 26,337,211 5,762,789
特 別 収 入 計 32,100,000 26,337,211 5,762,789

事
業
活
動

支
出
の
部

資 産 処 分 差 額 39,545,000 28,355,989 11,189,011
そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0
特 別 支 出 計 39,545,000 28,355,989 11,189,011
特 別 収 支 差 額 △　　　7,445,000 △　　　2,018,778 △　　5,426,222

[ 予  　 備 　  費 ] (　　　　0) 
150,000,000

150,000,000

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額 1,020,070,000 1,166,794,425 △　146,724,425
基 本 金 組 入 額 合 計 △　1,249,747,000 △　1,092,191,600 △　157,555,400
当 年 度 収 支 差 額 △　　229,677,000 74,602,825 △　304,279,825
前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 45,054,424,000 △ 45,054,423,654 △　　　　　346
基 本 金 取 崩 額 35,994,000 35,995,421 △　　　　1,421
翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 45,248,107,000 △ 44,943,825,408 △　304,281,592
(参考)
事 業 活 動 収 入 計 25,849,349,000 25,849,272,809 76,191
事 業 活 動 支 出 計 24,829,279,000 24,682,478,384 146,800,616

事 業 活 動 収 支 計 算 書
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで （単位：円）

備考 １．教育活動収支の事業活動収入の部「寄付金」は施設設備寄付金を除く。
　　　２．教育活動収支の事業活動支出の部「人件費」には退職給与引当金繰入額を含み、
　　　　　「教育研究経費」と「管理経費」には、それぞれ減価償却額を含む。

比 率 算　式（×100） 平成30年度
決　算

令和元年度
決　算

令和２年度
決　算

令和３年度
決　算

令和４年度
決　算

令和５年度
決　算

人 件 費
比 率

人 件 費
経 常 収 入

59.32％

（53.0％）

61.70％

（53.2％）

59.84％

（51.8％）

59.21％

（51.3％）

58.17％

（50.9％）

55.88％

人 件 費
依 存 率

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

71.28％

（70.9％）

75.31％

（70.8％）

74.37％

（69.6％）

73.48％

（69.7％）

72.01％

（69.3％）

69.76％

教 育 研 究
経 費 比 率

教 育 研 究 経 費
経 常 収 入

28.87％

（33.4％）

32.54％

（33.5％）

33.45％

（35.2％）

33.33％

（34.3％）

33.32％

（36.1％）

33.61％

管 理 経 費
比 率

管 理 経 費
経 常 収 入

6.75％

（8.8％）

7.27％

（8.9％）

6.20％

（8.2％）

6.02％

（8.3％）

6.17％

（8.5％）

5.93％

事業活動収支
差 額 比 率

基 本 金 組 入 前
当 年 度 収 支 差 額
事 業 活 動 収 入

5.39％

（4.6％）

△1.30％

（4.7％）

0.94％

（5.2％）

1.67％

（6.4％）

2.58％

（4.6％）

4.51％

主　要　財　務　比　率

備考 １．経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

　　　２．（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く大学法人平均値を示す。

貸 借 対 照 表
令和6年3月31日 （単位：円）

資　　産　　の　　部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
固 定 資 産 130,380,152,436 130,166,876,697 213,275,739

有 形 固 定 資 産 94,813,495,527 96,571,922,096 △ 1,758,426,569
土 地 35,511,355,163 35,511,355,163 0
建 物 38,244,619,839 39,639,016,069 △ 1,394,396,230
構 築 物 1,490,634,671 1,640,376,968 △　149,742,297
機 械 装 置 91,346,090 100,870,790 △　　9,524,700
教育研究用機器備品 1,408,211,508 1,674,044,033 △　265,832,525
管 理 用 機 器 備 品 186,596,576 190,849,758 △　　4,253,182
図 書 17,869,061,387 17,807,281,284 61,780,103
車 両 8,700,293 8,128,031 572,262
建 設 仮 勘 定 2,970,000 0 2,970,000

特 定 資 産 34,826,692,296 33,054,687,717 1,772,004,579
第２号基本金引当特定資産 2,200,000,000 1,600,000,000 600,000,000
第３号基本金引当特定資産 2,718,692,296 2,754,687,717 △　 35,995,421
退職給与引当資産 4,150,000,000 4,100,000,000 50,000,000
法人基金準備資産 7,158,000,000 7,000,000,000 158,000,000
施設設備準備資産 18,600,000,000 17,600,000,000 1,000,000,000

その他の固定資産 739,964,613 540,266,884 199,697,729
電 話 加 入 権 17,280,057 17,322,081 △　　　 42,024
温 泉 利 用 権 7,000,000 7,000,000 0
有 価 証 券 713,887,015 513,887,015 200,000,000
教 職 員 貸 付 金 663,541 883,788 △　　　220,247
敷 金・ 保 証 金 1,134,000 1,174,000 △　　　 40,000

流 動 資 産 8,117,803,743 7,967,309,648 150,494,095
現 金 預 金 7,275,740,048 7,103,200,305 172,539,743
未 収 入 金 548,642,828 601,695,510 △　 53,052,682
仮 払 金 166,964,090 146,840,756 20,123,334
前 払 金 125,555,884 114,413,154 11,142,730
短 期 貸 付 金 900,893 1,159,923 △　　　259,030

資 産 の 部 合 計 138,497,956,179 138,134,186,345 363,769,834

負　　債　　の　　部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
固 定 負 債 12,399,517,271 12,822,252,148 △　422,734,877

長 期 借 入 金 2,957,700,000 3,365,470,000 △　407,770,000
長 期 未 払 金 80,710,900 149,055,945 △　 68,345,045
退 職 給 与 引 当 金 9,361,106,371 9,307,726,203 53,380,168

流 動 負 債 6,582,932,119 6,963,221,833 △　380,289,714
短 期 借 入 金 407,770,000 407,770,000 0
短 期 未 払 金 1,091,762,036 1,230,581,387 △　138,819,351
前 受 金 3,808,912,000 3,999,039,000 △　190,127,000
預 り 金 1,274,488,083 1,325,831,446 △  　51,343,363

負 債 の 部 合 計 18,982,449,390 19,785,473,981 △　803,024,591
純　 資　 産　 の　 部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
基 本 金 164,459,332,197 163,403,136,018 1,056,196,179

第 １ 号 基 本 金 157,826,639,901 157,334,448,301 492,191,600
第 ２ 号 基 本 金 2,200,000,000 1,600,000,000 600,000,000
第 ３ 号 基 本 金 2,718,692,296 2,754,687,717 △　　35,995,421
第 ４ 号 基 本 金 1,714,000,000 1,714,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 △44,943,825,408 △ 45,054,423,654 110,598,246
翌年度繰越収支差額 △44,943,825,408 △ 45,054,423,654 110,598,246

純 資 産 の 部 合 計 119,515,506,789 118,348,712,364 1,166,794,425
負債及び純資産の部合計 138,497,956,179 138,134,186,345 363,769,834

事業活動収支決算科目別構成

事業活動支出計事業活動支出計
24,682,478千円24,682,478千円

人件費
58.5％

教育研
究経費
35.1％

管理経費
6.2％

資産処分差額
0.1％

借入金等利息
0.1％

事業活動収入計事業活動収入計
25,849,272千円25,849,272千円

学生生徒等納付金
80.0％

手数料
4.3％

寄付金
0.9％

経常費等
補助金
8.7％

付随事業収入
2.4％

雑収入
3.2％

資産売却差額
0.0％

その他の
特別収入
0.1％

受取利息・配当金
0.4％

　
学
校
法
人
専
修
大
学
の
「
令
和
５
年
度
事
業
報

告
書
」
を
ま
と
め
ま
し
た
の
で
こ
こ
に
報
告
（
概

要
）
し
ま
す
。
本
報
告
書
は
、
２
０
２
３
年
度
の

本
学
の
取
り
組
み
と
成
果
を
振
り
返
り
、
今
後
の

発
展
に
向
け
た
展
望
を
示
す
も
の
で
す
。

　
23
年
度
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
か

ら
の
回
復
を
目
指
し
つ
つ
、
教
育
・
研
究
を
は
じ

め
と
す
る
大
学
の
諸
活
動
の
質
を
更
に
向
上
さ
せ

る
た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
行
い
ま
し

た
。

　
専
修
大
学
は
、
学
士
課
程
教
育
の
質
向
上
に
向

け
て
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
プ
ラ
ン
に
基
づ
く
学
士
課

程
教
育
全
体
の
点
検
・
評
価
を
推
進
し
、
ま
た

「
Ｓ
ｉ
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

の
充
実
・
強
化
を
図
り
ま
し
た
。

　
大
学
院
に
お
い
て
は
、
文
学
研
究
科
修
士
課
程

ジ
ャ
ー
ナ
リ
ズ
ム
学
専
攻
の
設
置
準
備
を
進
め
ま

し
た
。
法
科
大
学
院
に
お
い
て
も
、
司
法
試
験
合

格
者
数
及
び
合
格
率
の
向
上
を
目
指
し
た
教
育
改

革
に
取
り
組
み
、
本
学
法
学
部
「
法
曹
コ
ー
ス
」

の
設
置
準
備
も
進
め
ま
し
た
。

　
研
究
活
動
に
お
い
て
は
、
社
会
知
性
開
発
研
究

セ
ン
タ
ー
の
各
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
、
コ
ロ
ナ

禍
以
来
と
な
る
国
外
で
の
活
動
を
再
開
し
ま
し

た
。

　
学
生
の
活
躍
で
は
、
難
関
国
家
試
験
で
あ
る
国

家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
、
公
認
会
計
士
試

験
、
司
法
試
験
な
ど
に
多
数
の
合
格
者
を
輩
出
し

ま
し
た
。
と
り
わ
け
国
税
専
門
官
採
用
数
で
は
、

全
国
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
に
な
っ
て
い
ま
す
。
ス
ポ
ー

ツ
で
は
、
野
球
部
の
経
済
学
部
４
年
次
の
西
舘
昂

汰
さ
ん
が
プ
ロ
野
球
ド
ラ
フ
ト
会
議
で
１
位
指
名

を
受
け
、
ボ
ク
シ
ン
グ
部
の
法
学
部
４
年
次
の
原

田
周
大
さ
ん
は
、
パ
リ
五
輪
の
出
場
権
を
獲
得
す

る
な
ど
、
学
生
の
目
覚
ま
し
い
活
躍
が
数
多
く
あ

り
ま
し
た
。

　
石
巻
専
修
大
学
は
、「
第
１
次
中
長
期
ビ
ジ
ョ

ン
」
に
基
づ
く
大
学
改
革
を
着
実
に
推
進
し
、
外

部
評
価
委
員
会
の
意
見
を
取
り
入
れ
な
が
ら
そ
の

成
果
の
可
視
化
に
取
り
組
み
ま
し
た
。
更
に
、
第

２
次
中
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
策
定
に
向
け
た
準
備
も
進

め
て
お
り
、
大
学
の
発
展
に
向
け
た
新
た
な
目
標

の
設
定
に
努
め
て
い
ま
す
。

　
地
域
連
携
の
分
野
で
は
、
建
学
の
精
神
を
具
現

化
す
る
た
め
に
多
く
の
地
域
貢
献
活
動
を
実
施
し

ま
し
た
。「
み
や
ぎ
県
民
大
学 

石
巻
専
修
大
学
開

放
講
座
」
や
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
株
式
会
社
と
の
「
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
機
構
」
へ
の
参
加
な

ど
、
地
域
社
会
と
大
学
と
の
つ
な
が
り
を
強
化

し
、「
地
域
に
根
ざ
し
て
世
界
に
尖
が
っ
た
大
学
」

の
実
現
を
目
指
し
た
活
動
を
展
開
し
ま
し
た
。

　
教
育
の
面
で
は
、「
数
理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン

ス
・
Ａ
Ｉ
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
導
入
に
向
け
た

準
備
や
新
た
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
策
定
に
向
け
た

検
討
を
進
め
ま
し
た
。
ま
た
、
高
大
接
続
の
観
点

か
ら
志
願
者
の
能
力
・
意
識
・
適
性
等
を
多
面
的
・

総
合
的
に
評
価
す
る
新
た
な
入
学
者
選
抜
制
度
の

導
入
を
決
定
し
ま
し
た
。

　
学
校
法
人
専
修
大
学
で
は
、
寄
付
金
の
募
集

や
補
助
金
の
確
保
に
向
け
た
取
り
組
み
、
管
理

経
費
の
効
率
化
を
推
進
し
ま
し
た
。
ま
た
、

「Society5 .0

」
時
代
を
見
据
え
た
魅
力
あ
る
キ

ャ
ン
パ
ス
づ
く
り
に
向
け
、
計
画
的
か
つ
継
続
的

な
資
金
確
保
を
進
め
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ

り
、
未
来
を
見
据
え
た
持
続
可
能
な
大
学
運
営

と
、
更
な
る
発
展
を
目
指
し
て
邁
進
し
て
ま
い
り

ま
す
。

　「
令
和
５
年
度
事

業
報
告
書
」
の
詳
細

は
公
式
Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

事
業
報
告
概
要

資
金
収
支
計
算
書

１

【
事
業
報
告
書
】

⑵ 

特
別
収
支


